
本研究の目的は、避難所防災活動の実態と多職種連携・協

働実践を明らかにすることである。
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Ⅰ. 目 的

Ⅱ. 背 景

Ⅳ. 結 果 (続き)

Ⅲ. 方 法

本研究は探索的-記述的質的研究である。杏林大学周辺地

域において避難所防災活動に携わる方々を対象に、個別及

びグループにて半構造化インタビューを実施した。対象者

は職種問わず、有為抽出法およびネットワーク標本抽出法

で募集した。多職種の連携・協働実践が避難所生活者の健

康リスク軽減や生活の質向上へ貢献する考えを基に、理論

的枠組みにInterprofessional Education and Collaborative

Practice framework (WHO, 2010)を用いた。インタビュー

内容は、①現在の避難所防災活動とその経緯、②避難所防

災活動の連携・協働について、③多職種との連携・協働の

際に大切にしていること、④今までの訓練・研修等で役に

立っていること等である。データ収集は2024年8月～2025

年3月に実施し、得られたデータを帰納的に分析した。なお、

本研究は杏林大学保健学部倫理審査委員会の承認を受けて

実施した(課題番号2024-33)。

避難所は災害時に一時的生活拠点であり「生活再建と復

興への第一歩を踏み出す場(山川, 2016)」として重要である

が、感染症リスク等など多くの健康リスクも高まる。避難

所運営には地域住民をはじめ、自治体、学校関係者など異

なる立場の人々が関わり、連携・協働が不可欠である。看

護研究者らは災害時の多職種連携を優先課題として挙げて

おり(宮前他, 2023)、今後発生が予測される大規模災害に備

え、地域特性を踏まえた避難所防災活動と多職種連携・協

働実践の実態解明が急務である。

Ⅳ. 結 果

対象者は合計15名

である。所属機関の

内訳は、市役所防災

課3名(20%)、避難所

連絡協議会3名(20%)、

介護老人福祉施設3名

(20%) 、その他 6 名

(40%)であった(図1参

照)。対象者の年齢は

50代6名(40.0%)、60

代4名(26.7%)、30代2

名 (13.3%)、40代2名

(13.3%) 、 70 代 1 名

(6.7%)であった (図2

参照)。

        

  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

   

  

   

  

   

  

   

  

          

      

           

           

           

           

          

          

                                  

                                 

         

             

             

           

           

           

               

          

          

                                  

                                 

         

             

             

           

             

           

               

          

図1 研究参加者の所属機関

図2 研究参加者の年代

いた避難所もあった。COVID-19感染拡大により、避難所防

災訓練は中止・縮小され、実施方法も変更されていた。例

として、収容人数や動線の見直し、感染対策物資の備蓄強

化であった。この状況は避難所防災に関わる関係機関同士

の連携・協働の重要性を再認識させる契機にもなっていた。

多職種連携・協働実践として、多職種連携の基礎構築と

関係性の醸成、連携体制の制度化と仕組みづくり、情報共

有と連絡体制の確立、多様なステイクホルダー(図3)の参画

とハブ機能、教育・研修と能力開発が挙げられた。ボラン

ティアベースの活動では、自発性と主体性を尊重した協働

形態が重要視されていた。

避難所防災活動では、定期的な訓練実施や組織間連携の

模索など着実な基盤構築が進められていた。防災訓練に止

まらない住民参加型の啓発活動は、地域防災力の芽生えを

示していた。COVID-19感染拡大は一時的な制約をもたらし

たが、従来の枠組みを超えた新たな連携モデルの構築や、

より実践的な防災体制への進化を促す転機にもなった。

多職種連携・協働実践は、制度的基盤(公式協定や明確な

役割分担)と人的基盤(顔の見える関係)の両立にある。ボラ

ンティアベースの活動では、強制ではなく自発性と自主性

を尊重した協働が重要である。形式的な会議ではなく内発

的モチベーションを引き出す対話の場の創出、地域の自律

性を尊重した柔軟な活動体制が、地域特性や限られた資源

という課題の解決へ繋がっていると考える。平時からの関

係構築と自発的な参加意欲が、避難所防災活動における持

続可能な連携体制の重点的要素といえる。
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避難所防災活動の実態と多職種連携・協働実践

対象者らは避難所ごとの防災訓練を毎年1～2回程度実施

していた。対象者らは避難所の収容人数設定、備蓄品の整

備、開設・運営・無線訓練等を行い、避難所施設の連絡会

や協定締結を進めていた。また、地域イベントでの防災

ブース設営や高齢者サロン等での啓発活動を行なっていた

が、参加者が限定的であり人員・資金調達が課題となって

                      

    

         
     

        

      

         
       
     

             

     
         
       
         

     

         
      

       

          
   

    

   

    
      

組織の制度的・人的資源

の限界や、継続可能な財

政確保などの課題に柔軟

に対応するとともに、平

時からの関係構築と参加

者の内発的モチベーショ

ン醸成が危機時の対応力

を高める鍵となっていた

(表2)。
図3 多様なステイクホルダー
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